




を向けさせる内容である。たとえば、 「マス・メディアは、起きていることの一部を編集して、読者
や視聴者の興味を引くように伝えようとするなど、情報の偏りや特定の傾向に陥ることがあること
に注意しなければならない（第一学習社「公共、p.99）」などが代表的な事例として挙げられる。
　
2-4　関連法制とマスメディア
　世論形成の単元とともに、 新しい権利、 自由権等を説明する単元においても、 マスメディア報
道について触れられている場合がある（表 6参照）。「マス -メディアなどの報道・取材の自由
は、国民の知る権利に奉仕するものであり、 表現の自由によって保障される。憲法はまた、 検閲
の禁止や通信の秘密を保障しており、 自由な意見の交換と正確な事実の伝達、 そして、それらに
もとづく建設的な政府批判こそ、 民主主義の基礎であるとの考え方を示している （実教出版 最新
政治経済（2023）p.23）」などの例が挙げられ、 「知る権利」や「表現の自由」、 「取材・報道の自
由」など、 報道活動を支える権利がマスメディアと関連づけて説明される。そうした説明を通し
て、 間接的にその役割が暗示されているといえるかもしれない。 

　その一方、 マスメディアによるプライバシー侵害など、否定的文脈から関連づけられることも
多い。最高裁判所は、報道が萎縮する恐れがあるとして十分に認めているわけではないが、 高校
「公共」（12冊中 9件）、「政治経済」（6冊中 5件）で、 多くがマスメディアへの反論権と併記し
て「アクセス権」が記載されている。
　
3．分析
　
　内容分析を踏まえ、ここからは先行研究や過去の教科書（主に、1994年現代社会教科書 11冊
の内容分析、 表 7参照）と関連させながら分析を加えていく。
　
3-1　「マスメディア」と「報道」
　まず、 2024年現在使用されている中学高校の社会科教科書においては、 ジャーナリズムという
用語がほぼ見当たらない。「報道機関」「ニュース」という用語が使われることも稀で、 「マスメ
ディア」という曖昧な用語で報道活動が一元的に説明されていることに注意したい。
　林香里（2002）は、 日本でよく用いられてきた「マスコミ」という用語がマスメディアとジャ
ーナリズムという概念の区別を見えにくくしてきたとして、「非常に多くの言論活動の責任の所

表7　主体別情報操作・世論操作をめぐる記述
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在が曖昧模糊にされてきた（p.27）」と批判した。
そして、 渾然一体化した「マスメディア」という媒体と
「ジャーナリズム」という意識とを一旦解きほぐして論
じる必要性を述べた。
　現在使用されている社会科教科書でも同様に、
きわめて多様な概念を含む「マスメディア」とい
う用語に一元化されていることで、 報道活動、 ひい
てはジャーナリズム実践の必要性や意義が見えに
くくなっている。「マスメディア」イコール「報道
機関」ではない。
　マスメディアは、 映画や雑誌、バラエティ番組
なども含む広い概念であり、 教科書のなかにはイ
ンターネットをその中に含めているものすらある。
マスメディア、さらにはメディアといった曖昧な
用語で報道を捉えることによって、 芸能スキャン
ダルや興味本位にセンセーショナルな話題を扱う
マスメディアのコンテンツと、 基本的には厳しい
事実確認を経た上で正確な情報を出すことが求め
られるはずのジャーナリズム的活動とがきちんと
区別されずに混同されて理解される可能性がある。
もちろん、 システムとして「マスメディア」とい
う用語でしか表現できない事象もあるし、「マスメ
ディア」という用語に統一して教えることで、概
念の複雑性を縮減し、生徒の理解を助けるという
点で有意義でもあるだろう。
　しかし、教科書の紙幅や生徒の理解度を抜きに
して考えれば、 本来、「マスメディア」という技
術・ビジネス上のシステム、「報道」という活動、 
そして報道倫理などと結びつく「ジャーナリズム」
という意識活動は、個別に存在しうる別の概念で
ある。しかし、現在の教科書では、「第四の権力」
という用語の説明をはじめ、「巨大権力」としての
「マスメディア」の影響力の大きさに主たる焦点を
当てて、 その影響力に対して注意喚起がなされる。
インターネットの影響力が増大している現在、 注目す
べきはその巨大権力というよりも、 政治や世論形成に

表8　抽出された学習内容項目数［左が「公共」12
冊（2022)、右が「現代社会」11冊(1994)］
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限らず、 後述するような民主主義社会における「報道」の意義や役割を理解することではないだろうか。
　このように考えると、 漠然と「マスメディア」を主語にして説明するのではなく、 小学 5年生
の社会で学ぶ新聞やテレビの報道を、 中学「公民」で「報道機関」という用語で改めて区別、確
認し、その問題点ばかりでなく、民主主義社会における役割を改めて確認していく必要もあるの
ではないか。現在は、 マスメディア報道が扱われる単元が、 主に「世論形成」に押し込められて
いることもあって、「「権力」側が隠そうとする不正を、 マスメディアやジャーナリストが独自に
取材し、 報道する（小黒純、 2010:126 ）」「調査報道」の必要性や、 社会で周縁化されている人び
との苦しみを察知し、 解決に向けて可視化する「ケアのジャーナリズム（林、2011）」の持つ社
会変革の可能性が、 単元内でうまく説明されていない。こうしたジャーナリズム活動が民主主義
社会において果たすポジティヴな側面についてもどこかで丁寧に説明される必要がある。
　さらに昨今では、 インターネット、 ソーシャルメディアの普及に伴い、マスメディアですらな
く、「メディア」と一般化して表現される部分も増加している。したがってネット系メディアの
特徴や問題点との混同、 誤解が生まれそうな箇所も少なくない。また、情報社会を説明する単元
や、 メディア・リテラシーについて割かれたページもあるが、 ほとんどがネット社会の課題と対
策に紙面を割かれており、 民主主義社会を支える報道活動、 ひいてはジャーナリズムのポジティ
ヴな役割が書き込まれている部分はほぼ見当たらない。
　
3-2　時代的変化の検証  　
3-2-1　世論調査の焦点化
　最も大きな違いは、 2-3で示したような世論調査の扱いである。1994年「現代社会」では、 世
論調査の問題点が指摘されていたのは全 11冊中 2件であったが、 「公共」（12冊）では 6件指摘
されている。「公共」が主体的・対話型の主権者教育を目指す方針であることもあってか、 世論
調査の質問や結果を比較、精査するなど、 役割や分析のワークが数多く設定されている。世論調
査はマスメディア報道の一部に過ぎないが、 2024年に使用されている社会科教科書での扱われ
方の比率は 1994年より高く、 現実の報道の仕事内容と比べてもはるかに大きい。
　世論調査を対象として行うワークや分析は、論理的・批判的思考を育む上で有用な体験的作
業ではあるものの、 「マスメディア」の編集によって、 内容が意図的・非意図的に「誇張・省略・
歪曲」されてしまうという可能性の説明とともに理解されることで、単純な不信へと導かれるの
ではと危惧される。たとえば、「新しい」教科書である自由社「中学公民」では、本文に「マス
メディアの機関は、 政治についての特定の意見や主張を持っていることがあります」と記述され
ているが、 世論調査結果の精査は、 一つ間違うと、各報道機関が中立・公正ではなく、 独自の視
点や見解を持っているという「主観性」の確認だけを結論とする作業になりかねない。
　世論調査をめぐっては、 教科書でも触れられているように質問内容や調査結果についての論争
が尽きない。また理性的な意見、 公論を意味したかつての「輿論」と、 心理状態や気分、 すなわ
ち民衆感情を意味する「世論」（佐藤、 2008:30-35）のどちらを意味するのか明らかでないまま
に行われていることや、世論調査の結果が人びとの投票行動に影響を与える「アナウンス効果」
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についてもたびたび問題視されている。こうした限界を踏まえれば、世論調査がマスメディアの
役割として焦点化されることには疑問が生じる。
3-2-2　「世論形成機能」をめぐる役割記述の変化
⑴　 「公共圏」機能から影響力の重視へ：東京書籍「現代社会 / 公共」の変化
　2-2、 2-3で確認したように、 単元の問題もあって、マスメディア報道の役割が十分論じられて
いなかったり、 マスメディア報道の意義や役割が説明されていても、 そのあと、それ以上にネガ
ティヴな側面が重ねて強調されており、情報を受け取るにあたっての注意喚起が行われている。
それでは世論形成という最も中心的なマスメディア報道の役割について、以前の社会科教科書は
どのように説明してきたのだろうか。現在も 30年前も占有率 1位（16 ─17%）の東京書籍、 必修
科目「現代社会」「公共」の教科書から該当箇所の変化を遡って確認してみたい。
　

（表内の下線部分は筆者による）

表9　世論形成におけるマスメディアの役割記述の時代変化
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　このように、 1994年のマスメディア報道に関する記述では、 巨大権力化への危惧は今と同様に
示されているものの、さまざまな「意見交換」の役割や、 「社説などによって自ら世論形成に重
要な役割を果たしている」という、いわば市民が議論するための「公共圏」を設定するような肯
定的側面も説明されている。またマスメディアが「権力によって」コントロールされることを
危惧する内容があるものの、 その影響力の大きさへの対処法としては、メディアの「独立」と競
争の必要性が論じられている。つまり、報道機関の側に説明責任が求められている。一方、 2007

年の教科書では、 マスメディアは、 解説機能や議論の場という、 いわば公共圏的な役割を果たす
空間として、依然、評価されつつ、 営利主義やセンセーショナリズムといった具体的な問題点の
指摘が加わり、 新たに「議題設定機能」が説明されている。またメディア・リテラシーという、
いわば生徒、個人の側に対処能力が求められるようになっている。さらに 2022年の「公共」の
教科書では、「権力によるマスメディアの操作」を示す部分が消えており、 また全体的にインタ
ーネットを含めたメディア社会の状況が説明されている。
⑵　影響力の指摘から注意喚起へ： 「操作」をめぐるプロット化
　続いて、 前節での事例を手がかりに、 必修科目である「公共」を例に、 30年前、 1994年時点で
使われていた「現代社会」教科書全 11冊の「世論とマスメディア」をめぐる単元内容と 2024

年の該当箇所とを内容分析し、比較、確認した。東京書籍以外の教科書においても、 おおむね上
記⑴と同様の変化が見られる。1994年から 2004年には、 松本サリン事件をめぐるメディアスク
ラムや誤報、 報道被害の問題があり、 マスメディア報道に対する不信感が高まった時期でもある
ことから、こうした評価へと変化したことが想定される。ただし、 1994年の現代社会の教科書
にも、たとえば「情報の受け手としての確かな判断力を養っていく必要がある（清水書院「新現
代社会」（1994）、p.102）」など、実質的にはメディア・リテラシーを意味する文章も頻出して
いる。「メディア・リテラシー」という用語を得たことによって、 報道に対して自浄作用を求め
るというより、 個人に対しての防御策がきわだった可能性や、この時期、自己責任を求める新自
由主義が力を増していったことも関係しているかもしれない。
　また、 2024年の教科書では、 「情報操作」、「世論操作」など、 マスメディアの言説が直接的・
即効的に人びとに影響を与えるとする「弾丸効果論」を想起させる表現が目立つようになってい
る。1994年にも同様の説明がないわけではないが、 いくつか違いもある。
　1点目に、 マスメディアを「世論操作の主体」というより、94年段階では、「世論形成のリー
ダー」と見る視座が主であることだ。「マスメディアは情報を広く国民に伝えるだけでなく、国
民に積極的にはたらきかけて、世論を方向づけるリーダー的な役割をになっている （東京学習出
版社「現代社会」（1994）p.148）」など、  マスメディアが報道を通して世論を「形成していく」
側面をポジティヴに捉えた文章が少なくない。こうした視座は、 現在の教科書にはほとんど見ら
れなくなっている。
　もう一点、 情報操作 /世論操作を行う主体という点から見れば、 1994年段階では、 おそらく第
二次世界大戦時の反省を踏まえ、 権力によって操作されることに対しての警戒感が強かったこと
もあってか、マスメディアそのものによる操作を警戒するというよりも権力によるマスメディア
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操作を意味する割合が高い。現在では、 マスメディアの世論形成について、 すべての教科書がそ
の影響力の大きさをまずは指摘し、その後その影響力や問題点への注意喚起がなされる。政治参
加と世論形成という視点からすれば、 新聞購読率が劇的に低下し、 選挙前には放送での報道が制
限される状態で、 影響力はむしろ下がっているとすら思われるが、 そうした世論形成への影響力
の大きさに対する記述は以前と変わらず、 あるいはそれ以上のボリュームで、 ときにインターネ
ットを意味する「メディア」という用語とも絡めて、 マスメディア自身が操作を行うという巨大
な影響力として指摘されている。
　したがって、 説明の後半部分では、 その「巨大な」影響力に対して、 2-3で確認したような「営
利主義」や意図的／非意図的な「誇張・省略・歪曲」、「センセーショナリズム」といったマスメ
ディア報道をめぐる批判を説明して問題点を示し、 少なくない教科書が、「情報操作」「世論操作」
という過激な用語を用いて注意喚起へと導き、 最後にメディア・リテラシーの必要性を訴えると
いうのがほぼ共通した構成、 すなわち「プロット」となっている。さらに、 94年の段階で求めら
れたのは営利主義下にある報道側の責任や、 その報道のありようを注意深く監視していくことで
あったのが、 2024年には、 先に述べたようなメディア間の「比較検討」を主たる方法とする、き
わめて抽象的に触れられる「メディア・リテラシー」を、個人が身につけるべきだと単純に結論
づけられるようになっている。
　上記のように、 2024年の社会科教科書に全体として見られる、影響力の大きさの指摘から、
マスメディアにおける情報操作や世論操作への注意喚起というプロットは、 マス・コミュニケー
ション論でいう、影響されやすい大衆社会を背景とした弾丸効果論的説明に留まっていることに
も注意したい。そしてフェイクニュースやエコーチェンバーへの対策が重視されるインターネッ
ト社会においてその説明が改めて繰り返されている。「マスメディア」という曖昧な概念と情報
操作、 世論操作という用語を安易にセットで用いることは、 世界中で問題となっている陰謀論的
思考とも繋がりかねない。マスメディア報道が抱える課題は教科書で指摘される通りであるが、 
報道の問題点を指摘しつつ、 しかしその役割をきちんと意義づけ、監視するためにも、「操作」
の主体の問題を改めて明確に説明するとともに、用語の見直しも必要ではないだろうか。
　
3-3　「権力監視機能」記述の欠落
　ジャーナリズム論において、マスメディア報道における「権力監視」は、民主主義において最
重要ともいえる役割として論じられてきた。たとえば、 戦後日本の報道のあり方を問い続けた原
寿雄は、「自由なジャーナリズムは権力に対する番犬となり、社会正義の実現をはかる。民主主
義に不可欠な公的情報を社会に伝達して民衆の『知る権利』に応え、地域から地球まで環境を
監視する（原、1997、ⅲ）」とその役割を説明している。また学生向けの入門書においても、 ジ
ャーナリズムとは、「正確で、 公正な情報を伝達して、 社会を監視し、 そのような情報に対する高
い水準の分析、 解釈、 批判を通じて民主主義社会の土台になる世論を形成し、 私たちのために、 
日本国民のために、「知る権利」を代行するという使命を持つ「報道活動」（李相哲、2010:12）」
と示されている。このように、民主主義社会において、政策決定に関与、あるいは社会や一般の
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人びとに社会的、あるいは環境等において影響力を行使できる個人や組織といった「権力」の動
向を監視する役割を掲げてきた。民主主義社会における健全な世論形成には、 調査報道などによ
る企業や環境をめぐる監視、 政治や行政をはじめとする権力監視の営為が不可欠だろう。アメリ
カにおけるワシントン・ポスト紙による「ウォーターゲート事件」報道や、 立花隆が『文藝春秋
（1974.11）』で発表した「田中角栄研究 - その金脈と人脈」などの調査報道は、隠された不正を
明るみにすることによって政権を監視し、世論を動かした事例と言える。
　しかし、そうした権力監視機能が教科書、とりわけ本文の中にほとんど明記されていないこ
とは、 2-2で確認したとおりであるが、1994年の現代社会においてもさほど触れられていない。
「第四の権力」という用語についても、 2024年の教科書 24冊中、 8冊で巨大権力としてのマスメ
ディアを示す意味で説明されるが、 「三権を監視する勢力」として権力監視に触れているのはわ
ずか 2冊で、 いずれも説明ののち「その影響力から批判的な意味で使われる場合がある」と表現
している。
　ただし、 念のためいくつか留保が必要だ。1点目に、「第四の権力」の意味が、 イギリスとアメ
リカで異なっていることだ。この用語は、 1787年、 英国国会議員 E.Burkeが、上院議員、 貴族議
員、下院議員に次ぐ力を持った権力として、 記者席の報道陣を指したことに由来するとされる。
この用語がアメリカに渡ったとき、権力は立法、 行政、 司法と置き換えられ、20世紀半ばにアメ
リカ最高裁の一連の判決で、報道が三権の暴走をチェックする第四の権力としてみなされる判決
が下されたとされる（C.Caroll、2020）。2点目に注意しておきたいのは、 ジャーナリズムや報
道の重要な役割として「権力監視」を掲げるのは、 英米を中心に発展した近代自由主義的ジャー
ナリズムの特徴であるということだ。ジャーナリズムの定義は、 論者によって驚くほど多岐にわ
たり、定義によっては民主主義社会でなくともジャーナリズムは存在する。塚本晴二郎（2021）
は、 現代のジャーナリズムを、まず国益に寄与すべきと考える「ナショナリスティック・アプロ
ーチ（p.208）」、 思想の自由市場論をベースに、 権力監視の役割など、 言論の自由と知る権利に資
するため公正に報道することを使命とする「リバタリアン・アプローチ（p.213-214）」、 社会的
責任論を重視し、 社会の全成員の平等な権利行使に寄与することを目的とした「リベラル・アプ
ローチ（pp.216-217）」、 コミュニティに基づく報道、 共通善に寄与することを目的とした「コミ
ュニタリアン・アプローチ（218-219）」という 4つのモデルを提示する。日本の報道機関にお
いても、 確かに、上記のような複数のアプローチが重なりつつ存在している。欧州では権力監視
よりも多元的言論の方が民主主義において重視されるなど、 権力監視が世界中で普遍的なジャー
ナリズムの倫理ではないとする指摘（林、2011:73-76）も付記しておく。
　とはいえ、 権力側によって隠された情報を掴み、 政権を揺るがすという行為は、 民主主義社会
において、 権力者の横暴を許さず、 緊張を与える上で重要であることに変わりはない。伊藤高史
（2010）は、こうした調査報道に基づく権力監視の意義を、 世論を動かすという側面とは切り離
して理解する必要があると述べている。というのも、教科書の中に典型的に見られるような「報
道機関は政治的に重要な情報を提供し、それについて判断するのは国民」という理解は、 メディ
アを「情報の導管」としてのみ捉えるとともに、 「多数派こそが民主主義社会を動かす」という
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イメージを内包しかねず、 報道の実践をたいへん狭く捉えてしまうと指摘している（p.11-12）。
ジャーナリズムの役割は、「権力者を権力者たらしめている「正当性」の根拠を問うことによっ
て、 権力者に影響を与える」ことであり、 その「正当性」の根拠は「世論」である以上に社会規
範としての法律や道徳（p.12）」であると説明している。こうした視座は、現在の教科書で主流
の描き方である、マスメディアの影響力や構造的問題を批判し、個人のメディア・リテラシーへ
と落とし込むだけの「報道」の役割理解とは異なる説明を可能にするだろう。
　
4． おわりに：今後の課題
　
　中学高校社会科の教科書において、 報道機関が果たすべき役割、 とりわけ権力監視の役割がほ
とんど見当たらないということにはやはり問題があるのではないだろうか。また「マスメディ
ア」や「メディア」という広い概念で説明するのではなく、「報道機関」「ジャーナリズム」とい
う用語を明確に導入する必要があるだろう。ジャーナリズムについては、 そもそも明確な定義は
ないが、昨今では人びとの関心を得ることを中心としたアテンションエコノミー下のデジタル・
プラットフォームの問題を明確にしつつ、利益を得づらい権力監視や調査報道、議会報道など、
民主主義をめぐる報道を担う「公益ジャーナリズム（public interest journalism）」などの概念が
用いられるようになっている（The Cairncross Review、2019）。こうした視座をもとに教科書
でも採用しやすい定義を明確に示す必要があるのではないか。本稿において見出されたように、
「マスメディア」という巨大権力が抱える構造的な問題点を批判し、注意喚起を促すというプロ
ットは、 もっともな批判でありつつも、「操作」という過激な用語と結びつくことで、 攻撃的な
批判やメディア不信、 ひいては陰謀論などとも結びつきやすい。民主主義社会における報道の役
割やジャーナリズムの職業倫理についての記述を増やすこと、とりわけ民主主義を支える市民に
とって、 調査報道に基づく権力監視の意義を理解することは重要であるはずだ。マスメディアの
側も、教科書の中の建設的な批判に真摯に対応するとともに、その役割を改めて自覚する必要が
ある。調査報道は告発的な性質ゆえに、高い水準での証明が必要であり（B.コバッチ&T.ロー
ゼンスティール、 2021=2024:334）、 ゆえに「特別なスキル、 経験、 そして気概（340）」が求めら
れ、リスクも大きい仕事である。したがって今のところマスメディアによる組織的報道なくして
権力監視を行うのは難しいのが現状であり、裏返せばこのメディア社会におけるマスメディア報
道の重要な存在意義でもある。単元の制約はあるかもしれないが、 評価の定まらない「アクセス
権」やマスメディアに対する「反論権」を説明できるスペースがあるなら、 民主主義における報
道の意義をきちんと説明する記述を求めていかなければならないのではないだろうか。報道の意
義を過小評価することは、 民主主義そのものへの不信を生みかねない。権力を持つ者には市民へ
の説明責任があるという理解や、 情報の公開性や透明性が、民主主義社会においてきわめて重要
だということを理解する契機を奪うことでもあるからだ。
　紙幅の都合もあり、 本稿では、 背景となるジャーナリズム理論や学校教育全体の側面について
十分議論することができていない。また、知識や用語先行型の社会科で、 ジャーナリズムをめぐ
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る複雑な力学を説明しようとするには限りがあるのかもしれず、他科目との関係も考察すべきだ
ろう。実際、 国語科の教科書には、少なからず、ジャーナリズムやメディアの営為をめぐる論考
も掲載されており、 そこでは丁寧に問題点や課題が説明されている。また本稿で論じてきた報道
をめぐる記述の課題とメディア・リテラシーとの関連についても今後の課題としたい。
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大学生を対象としたゲーム障害に関する授業実践
─デジタル・シティズンシップ教育の視点から─

Teaching practice on gaming disorder for university students :
From the perspective of digital citizenship education

小孫康平
日本国際学園大学

概要
　本研究では、大学生 39名を対象にデジタル・シティズンシップ教育の視点を取り入れたゲーム障
害に関する授業を行った。授業後、子どもや大学生に対するゲーム依存の防止についての認識を明
らかにするために調査を実施した。計量テキスト分析の結果、子どものゲーム依存を防ぐためには、
「ゲームのルールやプレイ時間の設定」、「バランスの取れた生活」、「ゲーム以外の趣味や興味」、「自
己管理の方法」、「ゲーム内容や影響の理解」、「親子のコミュニケーション」、「より良い家族関係」
が重要であると認識していた。一方、大学生のゲーム依存の指導に関しては、「ゲーム依存のリスク
と影響」、「時間管理や自己管理」、「具体的で適切な使用方法」、「健全な生活」、「ゲーム意外の活
動とのバランス」、「社会的責任」が重要であると認識していた。大学生に対する授業を通じて、デ
ジタル・シティズンシップ教育の観点から、ゲーム依存の予防に関する理解が深まったと考えられる。
　
Abstract
　In this study, a class on gaming disorder incorporating the perspective of digital citizenship 

education was given to 39 university students. After the class, a survey was conducted to 

clarify the awareness of preventing gaming addiction among children and university students. 

Quantitative text analysis showed that participants recognized that "setting game rules and 

play time," "a balanced life," "hobbies and interests other than gaming," "self-management 

methods," "understanding the content and impact of games," "communication between parents 

and children," and "better family relationships" were important in preventing children's gaming 

addiction. On the other hand, regarding guidance on gaming addiction among university students, 

participants recognized that "risks and effects of gaming addiction," "time management and 

self-management," "specific and appropriate usage," "healthy living," "balance with activities 
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other than gaming," and "social responsibility" were important. It is believed that the class 

for university students deepened their understanding of preventing gaming addiction from the 

perspective of digital citizenship education.

　
キーワード：
ゲーム障害、デジタル・シティズンシップ教育、授業実践、大学生、計量テキスト分析
　
1．はじめに
　
　筆者は、学部の専門科目である「メディアと文化」を担当している。授業では、多くの学生が
興味を持っているビデオゲームを題材として、ビデオゲームの特徴と遊び、ビデオゲームの歴
史、ビデオゲームプレイヤーの心理状態、ビデオゲームが社会や文化に与えた影響などを取り入
れた（1）。授業終了後の感想では、最近ゲーム障害がメディアに取り上げられる事が多いので、ゲ
ーム障害やゲーム依存に関心を持っているが、詳細は分からないと回答した学生も多かった。ま
た、ビデオゲームは子どもの学業面や健康面に悪影響を与えると考えている者も多かった。この
ことは、ゲーム障害や教育におけるビデオゲームの活用等についての情報提供が少ないことを示
している。さらに、根拠が明確ではないにもかかわらず、ゲーム時間の制限やネット・ゲーム依
存症の治療・予防と称した取組みを広げる動きが行政機関において出てきた。
　このような動きにより、ゲームは子供にとって絶対悪だという印象が、大学生のビデオゲーム
に対する考え方に影響を与えたと考えられる（2）。従来、多くの保護者や教員は、ビデオゲームの
プレイにより、ゲーム依存、学習面および健康面に影響を及ぼすと考え、「ビデオゲームで遊ぶ
な」などのネガティブな方向に重きをおく情報モラル教育が主流であった（3）（4）。
　今後、よきデジタル社会の担い手となることを目指す、ポジティブな方向に重点をおくデジタ
ル・シティズンシップ教育が求められると考えられる。なお、デジタル・シティズンシップ教育
とは、批判的思考能力を持ち、責任を持ってテクノロジーを使用して学習することを学ぶ市民教
育である（5）。特にゲーム障害などゲームのネガティブな影響を予防、改善し、ポジティブな効果
の向上につながるデジタル・シティズンシップ教育の視点は重要となる。
　今度（6）は、メディア・リテラシーとしての「情報モラル」の学びに必要な視点を考察し、ビ
デオゲームに関しては次のようにまとめている。
　①「なぜゲーム時間を減らすことが難しいのか」という科学的性質やメカニズムの理解
　②「なぜ時間を減らす必要があるのか」という話し合い
　③「ゲームと子どもの日常生活・学校生活」の関係の整理
　ゲームメーカーのカプコンでは、ゲームの特徴を知り、自分の判断で主体的に、上手にゲームと
付き合えるようになるためのゲームリテラシー教育活動支援をするために、出前授業を行っている（7）。
　今度（8）は「小学校高学年　ゲームとのつきあい方学習指導案」を紹介している。また、デジ
タル・シティズンシップ教育の視点を取り入れた、「オンラインゲーム」に関する小学校の指導
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案（4、5、6年生用）を紹介している（9）。 

　近年、WHO（世界保健機構）（10）は ICD-11（「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」第 11

回改訂版）において、新たに gaming disorder（ゲーム障害） の分類基準を収載したので、社会
的に注目されている。なお、精神科医の村井（11）は、「ゲーム依存」という言葉は日常語なので、
医学的な意味で議論するときは、「ゲーム障害」という言葉を使うことが望ましいと指摘してい
る。また、国会でもゲーム障害に対する関心が高まり、議論が進行している。
　このような状況を踏まえて、大学においてデジタル・シティズンシップ教育の視点を取り入れ
たゲーム障害に関する授業を実施することは重要である。しかし、大学生がデジタル・シティズ
ンシップを身に付けているとは言い難いのが現状である。
　そこで、大学生を対象にデジタル・シティズンシップ教育の視点を取り入れたゲーム障害に関
する授業を実践する。授業後、子どもや大学生に対するゲーム依存の防止についての認識を明ら
かにすることを目的に調査を実施する。
　
2．授業実践
　
2-1　 授業計画
　授業実践は、2024年度の春学期に開講され、3年生以上が履修可能である「メディアと文化」
の第 8回の授業で実施された。各回 105分、全 13回の講義で構成されている。
　第 1回は授業の目的、第 2回は遊戯論、遊びの類型、第 3回はビデオゲームの歴史、第 4回
はインベーダーおよびファミコンが社会に与えた影響、第 5回はスーパーマリオのプレイ中の
心理状態とコントローラのボタン操作、第 6回は Grand Theft Auto Ⅲのプレイ中の心理状態と
コントローラのボタン操作、第 7回はビデオゲーム悪影響論、第 8回はゲーム障害、第 9回は
ゲームセンター文化論、第 10回はビデオゲーム研究、第 11回はビデオゲーム・リテラシー、
第 12回はｅスポーツ、第 13回はビデオゲームのレーティングであった。
　
2-2　 授業内容
　第 8回は、ゲーム障害に関する内容を扱った。また、ビデオゲームは悪であり、なくても良い
という考え方に対して、批判的思考能力を高める可能性があるデジタル・シティズンシップ教育
の視点からゲーム障害について考えさせる授業を目指した。具体的な授業内容は次の通りである。
⑴　ゲームにおけるデジタル・シティズンシップ教育の重要性は、ゲームをするなではなく、過
度なゲーム依存を防ぐために、ビデオゲームを行う際、責任ある行動を促すことにある。一方、情
報モラルでは、悪影響を強調し、一般的に守ることが困難なルールを課す傾向があることを説明した。

⑵　2019年 5月、世界保健機関（WHO）は「ICD-11」（疾病及び関連保健問題の国際統計分類
第 11回改訂版）を採択した。ICD-11では、ゲーム障害が国際的な分類として取り上げられ
た経緯やゲーム障害をめぐる論争について考察した。

⑶　ゲーム障害が病気であるか否かについての問いを提起した。次に、ICD-11は、「様々な統
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計を取るために名称や症状を統一する目的」で作られたものであり、ICD-11に認定されたか
らといって、即座に病気や疾病として認められるわけではないということを説明した（12）。

⑷　一部の学生は、ゲーム障害が引きこもりの原因と考えているので、「ゲーム障害が引きこも
りの原因となっているとの見解に対する科学的なエビデンスについては、現時点においては承
知していない」という政府参考人の見解を紹介した（13）。
⑸　香川県のゲーム依存症対策条例について以下の内容を考察した。
　・ゲーム機の使用時間が平日 60分に制限された理由。
　・「私生活に踏み込んでいる」という議論の発生。
　・素案では子どものスマートフォン使用に対する「制限」とされていたが、「家庭におけるル

ールづくり」と修正され、利用時間も「基準」から「目安」に修正された経緯。
　・香川県ネット・ゲーム依存症対策条例では、ゲーム依存症の原因に関する科学的な分析・研

究が不十分であることを指摘した（14）。
⑹　全国学力・学習状況調査（15）の結果において、「児童生徒ともに、1日当たりのゲームの時間
が長いほど、各教科の平均正答率が低い傾向」と報告されていることを受けて、この記述について
の感想を問うた。ゲームの利用で正答率が下がったと捉えられる可能性があることを指摘した。

⑺　ゲーム時間と成績の関係について考察する際、単なる相関関係のみに依存することの危険性
を説明し、ゲーム時間が成績に与える影響を正確に評価するためには因果関係の検証も必要で
あることを示した。

⑻　デジタル・シティズンシップ教育の視点から、子どもや大学生のゲーム依存の防止方法につ
いて考えさせた。

　
3．調査
　
3-1　調査対象者
　「メディアと文化」の 13回目の終了後の 2024年 7月に調査を実施した。対象者は、3年生以
上が受講可能な「メディアと文化」を履修している経営情報学部の大学生 39名であった。なお、
収集したデータは個人が特定されない形で統計的に処理する等について説明した。

3-2　 質問項目
　質問項目は次の通りである。
① 「受講する前に、デジタル・シティズンシップ教育とは何かについて、知っていましたか。
知っていた、知らなかった」という二者択一であった。

②「子どものゲーム依存を防止するために、あなたは何をすれば良いと考えますか」
③「大学生を対象に、デジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存に関する指導
を行うことになったとします。あなたは、どのような指導をしますか」

　②と③は自由記述である。回答を「Google Classroom」を用いて求めた。分析は、テキスト
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型データを統計的に解析するためのソフトウェアである「KH Coder」（16）を用いた。
　
4．結果
　
4-1　デジタル・シティズンシップ教育に対する知識の有無
　デジタル・シティズンシップ教育とは何かについて、「知っていた」は 7名（17.9％）であっ
た。「知らなかった」は 32名（82.1％）であり、受講するまで知らなかったと回答した者は圧
倒的に多かった。
　
4-2　子どものゲーム依存の防止に関する共起ネットワーク分析
　子どものゲーム依存の防止に関する調査の単純集計を行った結果、236の文が確認された。な
お、質問で用いる語よりも、他の頻出語を分析に加えた方が結果を解釈しやすくなると考え、ビ
デオゲーム、依存、子ども、防止の語を除外した。出現回数の多い単語は、時間が 89回、子供
が 72回、思うが 72回、ルールが 68回、決めるが 63回、考えるが 57回、勉強が 46回、自分
が 35回、制限が 23回、相談が 20回、生活が 19回、遊ぶが 19回、宿題が 17回となっている。
　図 1は、子どものゲーム依存の防止に関する共起ネットワーク分析の結果を示したものである。
KH Coderの設定は、次の通りである。集計単位は文、最小出現数は 7、上位 45語と設定した。

図1　子どものゲーム依存の防止（数値は Jaccard 係数）
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KH Coderにおける共起ネットワーク分析では、比較的強くお互いに結びついている部分を自動的に
検出してグループ分けを行い、その結果を色分けによって示す「サブグラフ」検出がある（16）。今回は、
サブグラフ検出（媒介）を選択した。分析の結果、共起ネットワークは 7つ（①から⑦）のサブグラフ
に分かれた。
　図 1の①では、「子どもと共にルールを設定し、ゲームの時間を制限することが大切である」、
「ゲーム依存を防止するためには、まず子供と一緒にゲームのルールを設定し、プレイ時間を制
限することが重要だと思う」、「子どものゲーム依存を防止するには家族内でルールを決める」、
「子供と話し合いゲームをする時間や内容について、親子で納得できるルールを決める」などが
あった。これらから、ゲーム依存を防ぐためには、子どもと一緒に話し合い、ゲームのルールや
プレイ時間を設定することが重要であると解釈された。
　図 1の②では、「スポーツや音楽、読書など、多様な経験を通じて子どもの視野を広げること
ができる」、「ゲーム以外の趣味や活動を見つける手助けをする。例えば、スポーツ、音楽、読書
など、子どもが興味を持ちやすい活動に参加させる」、「スポーツ、読書、アート、音楽など、さ
まざまなアクティビティに参加させることで、バランスの取れた生活をする時間を決め、その時
間を厳守するようにする」、「ゲーム依存を防ぐためには、子どもとの関わりを深め、バランスの
取れた生活を送るようにサポートすることが求められる」などがあった。これらから、スポー
ツ、音楽、読書など、子どもが興味を持ちやすい活動に参加させ、バランスの取れた生活を送る
ことが重要であると解釈された。
　図 1の③では、「子どものゲーム依存を防止するためには、ゲーム以外の趣味や習い事などの
好きなものを作ってもらうことがいいと思う」、「ゲームだけをやっていると依存症になる可能性
が高くなると思うので、ゲーム以外の趣味を作ってもらうことにより多様なものに興味を持たせ
る」などがあった。これらから、ゲーム以外の趣味や興味を持たせ、友達を作ることがゲーム依
存の防止となると解釈された。
　図 1の④では、「親は子どもに自己管理の方法を教え、ゲームを適度に楽しむことができるよ
うにする必要がある」、「学校ではゲームの適切な利用についての教育を行い、ゲーム依存のリス
クや健康への影響について子どもたちに教えることが必要である」などがあった。これらから、
自己管理の方法や健康への影響を教えることがゲーム依存の防止となると解釈された。
　図 1の⑤では、「適したゲームを選ぶことや、教育的な要素のあるゲームを選ぶなど、家族でゲーム
の内容を理解し、見守る」、「ゲームが与える影響を正しく評価する能力を養う」、「子どもには、ゲーム
がどのように心理的、社会的な影響を与えるかも理解させる必要がある」などがあった。これらから、
ゲームの内容やゲームが与える影響を理解し話し合うことがゲーム依存の防止となると解釈された。
　図 1の⑥では、「親子のコミュニケーションを増やし、子どもが安心して相談できる環境を整える
ことも重要である」、「親子のコミュニケーションを強化することも重要である。子どもが感じている
ストレスや悩みを理解し、一緒に特定の時間帯にのみプレイを許可するなどのルールを設けると良
いと思う」、「親子のコミュニケーションを大切にし、ゲーム以外の楽しみを提供することも必要」な
どがあった。これらから、親子のコミュニケーションを大切にすることが重要であると解釈された。
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　図 1の⑦では、「親と一緒にゲームをプレイするのもいいと思う。子供のゲーム体験を共有し、
または家族の関係をより良くするのもいいと思う」、「家族の関係が壊れてしまうとゲームの問題
以上に発展することもあると思う」などがあった。これらから、家族の関係をより良くすること
が大事であると解釈された。
　
4-3　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指導に関

する共起ネットワーク分析
　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存に関する調査の単純
集計を行った結果、140の文が確認された。なお、質問で用いる語よりも、他の頻出語を分析に加
えた方が結果を解釈しやすくなると考え、大学生、デジタル、シティズンシップ、ゲーム、依存、指
導の語を除外した。出現回数の多い単語は、時間が 29回、管理が 26回、教えるが 25回、行う
が 24回、説明が 24回、思うが 22回、重要が 20回、方法が 18回、考えるが 17回、理解が 17

回、健康が 15回、自分が 15回、バランスが 14回、影響が 14回、自己が 14回となっている。
　図 2は、大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指
導に関する共起ネットワーク分析の結果を示したものである。KH Coderの設定は、次の通りで
ある。集計単位は文、最小出現数は 7、上位 50語、共起関係の検出方法はサブグラフ検出（媒
介）を用いた。分析の結果、共起ネットワークは 6つ（①から⑥）のサブグラフに分かれた。

図2　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指導（数値はJaccard係数）
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　図 2の①では、「ゲーム依存に関する指導を行うためには、まずゲーム依存のリスクとその影
響について理解させることが重要だと思う」、「ゲームの魅力とリスクを理解する」、「ゲーム依存
が健康や対人関係に及ぼす影響について具体的に説明する」、「ゲーム依存のリスクとその影響に
ついて説明する」、「ゲーム依存の兆候や影響について説明する」、「ゲーム依存の定義とその影響
について説明する」などがあった。これらから、ゲーム依存のリスクと影響について理解させる
ことが重要であると解釈された。
　図 2の②では、「時間管理ツールの使用や健康的な生活習慣の維持、適切な休憩の取り方につ
いて指導する」、「適切なゲーム時間の管理方法を教える」、「時間管理のスキルを磨き、ゲーム以
外の必要な活動に十分な時間を確保できるようサポートする」、「時間管理技術やゲーム以外の興
味を見つける方法を実践的に指導する」、「自己管理スキルの向上を図るため、時間管理やストレ
ス管理の方法を提案する」、「自己管理と時間管理の重要性を指導する」、「ゲームのプレイと体の
健康を維持することの重要性を強調」、「自己管理スキルの重要性を強調し、健康的なデジタル習
慣を身につけるための具体的な方法を指導する」などがあった。これらから、時間管理や自己管
理、健康面が重要であると解釈された。
　図 2の③では、「デジタルリテラシーを強化し、自己管理能力を養うための具体的な方法を教
える」、「健康的なデジタル習慣を身につけるための具体的な方法を教える」、「健康的なゲームの
習慣を形成するために具体的な方法を紹介しデジタル・シティズンシップの観点で、ゲーム利用
を見直す方法を教える」、「ゲーム依存に関する指導をする際には、まず適切なゲームの利用方法
を教える」、「中毒性の強いカテゴリを使用した場合のメリットデメリット、ネットワーク内での
適切なコミュニケーション方法を指導する」などがあった。これらから、具体的で適切な使用方
法を教えることが重要であると解釈された。
　図 2の④では、「学生が自身のデジタルライフを管理し、健全な生活を送るためのスキルを身
につけることを目指す」、「健全なオンラインコミュニティの形成を促す」、「学生が健全なデジタ
ルライフを送れるように支援する」、「より積極的に学生自身がゲーム依存への考えを深められる
ものにしたい」、「学生自身で使用時間を決め適切な時間を設定し実施してもらう」、「学生が自分
自身のゲーム利用を客観的に見直す機会を提供する」などがあった。これらから、健全な生活や
オンラインでの責任ある行動をすることが重要であると解釈された。
　図 2の⑤では、「オンラインとオフラインの活動のバランスを取る方法を指導したらいいと思
う」、「ゲームと現実のバランスを取る重要性を強調する」、「ゲーム意外の活動とのバランスを取
ることの大切さを教える」、「時間管理やバランスの取れたデジタル生活の重要性を強調する」、
「ゲームにはいい影響も悪影響にもなる。そこのバランスを取っていかないと偏った考えからも
っと大きな問題になると思う」、「バランスの取れたライフスタイルの重要性や、ストレス管理の
技能を紹介する」、「ゲーム依存の理解、自己管理と時間管理の重要性、バランスの取れた生活の
大切さを指導する」、「ゲーム以外の趣味や活動を見つけ、生活にメリハリをつけることの重要性
を伝える」、「ゲーム以外の必要な活動に十分な時間を確保できるようサポートする」などがあっ
た。これらから、ゲーム意外の活動とのバランスを取ることが重要であると解釈された。
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　図 2の⑥では、「リーダーシップと社会的責任を養う」、「デジタルな環境での倫理的な振る舞
いや責任の重要性を理解し、社会的に責任あるデジタルな行動を促進する」などがあった。これ
らから、社会的責任を養うことが重要であると解釈された。
　
5．考察
　
5-1　デジタル・シティズンシップ教育に対する知識の有無
　千葉市教育センター（17）は、1人 1台端末活用研修に参加した教職員 161名（小学校、中学校、
特別支援学校）を対象に「デジタル・シティズンシップ教育を知っていますか」というアンケー
ト調査を実施した。その結果、「知っている」が 7名（4％）、「なんとなく知っている」が 38 名
（24％）であった。合せても 3割以下であり、デジタル・シティズンシップ教育が十分認識され
ていないと報告している。
　本研究では、デジタル・シティズンシップ教育とは何かについて、「知っていた」は 7名（17.9

％）に留まり、受講するまで知らなかったと回答した者は圧倒的に多かった。今後は、大学生や
社会人を対象にデジタル・シティズンシップ教育を普及する必要がある。
　
5-2　子どものゲーム依存の防止
　子どものゲーム依存を防ぐためには、「子どもと一緒に話し合い、ゲームのルールやプレイ時
間を設定する」、「スポーツ、音楽、読書など、子どもが興味を持ちやすい活動に参加させ、バラ
ンスの取れた生活を送る」、「ゲーム以外の趣味や興味を持たせ、友達を作る」、「自己管理の方法
や健康での影響を教える」、「ゲームの内容やゲームが与える影響を理解し話し合う」、「親子のコ
ミュニケーションを大切にする」、「家族の関係をより良くすることが大事」であると認識してい
た。
　児童精神科医の吉川（18）は、ゲームの使用時間などは、一緒にルール（約束）を作る、子ども
と一緒にゲームで遊んでみることが重要であると指摘している。 

　篠原（19）によれば、「ICD-11はゲーム障害に比較的詳細な診断要件を付すことで、ゲーム障
害を限定的に扱おうとしている。一方で、ゲーム障害以外のゲーム関連問題題を「Hazardous 

Gaming（ゲームの危ない遊び方、仮訳）」として別扱いしている。わが国では、この「Hazardous 

Gaming」が学術的にもメディア的にも無視される状態が続いている」と指摘している。つまり、
「ゲーム障害」と「危険な遊び方」は違うと主張している。また、「Hazardous Gaming」の予
防対策としては、家庭内でのルール作り、その話し合い等が必要であると述べている。さらに、
「メディア報道等で、IＣＤ -11の基準を示しながら、その要件に当てはまらない尺度を用いて
の障害疑い率を示すことはミスリードになる」と述べている。「Hazardous Gaming」やゲーム
障害の疑い率に関しては、一般的な認識と異なる視点からの理解が必要であると考える。
　デジタル・シティズンシップの重要性は、ゲーム依存を防ぐために、ビデオゲームを行う際、
責任ある行動を促すことにある。特に、情報モラルにおいて、しばしば見られる守ることが困難
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なルールではなく、子どもと親が一緒にルールを作り、それを守ることで、過度なゲーム依存の
リスクを減らすことができる。授業実践の結果、大学生は子どものゲーム依存の防止のために、
ゲームの内容やゲームが与える影響を話し合うなど、親子のコミュニケーションを重視し、ルー
ルを決めていくことが重要であると認識していた。したがって、デジタル・シティズンシップ教
育の観点からのゲーム依存の予防に関する理解が深まったと考えられる。
　このように、情報モラルが消極的倫理や自己の内面を問うことが多い傾向に対して、デジタ
ル・シティズンシップは積極的倫理の立場をとり社会性を問う傾向がある（9）。ゲームに関するデ
ジタル・シティズンシップ教育では、ゲームと上手く付き合うゲーム・リテラシーの獲得が大き
な課題となる（20）。なかでも、使いすぎないリテラシーも重要となる。親が頭越しにプレイ時間
を決定するのではなく、親は子どもと一緒に納得できるルールを作ることが重要である。
　しかしながら、日本におけるデジタル・シティズンシップに関する理解は、十分には浸透して
いない。また、学習指導要領にも明記されていない。一方、内閣府の総合科学技術・イノベーシ
ョン会議（21）は、「学校教育において、メディアリテラシーを育むなかで論理や事実を吟味しなが
ら理解し、子供たちのデジタル・シティズンシップを育成することは喫緊の課題」と指摘してい
る。デジタル・シティズンシップは、子どもだけではなく大人にとっても重要な視点といえる。
また、総務省（22）は「家庭で学ぶデジタル・シティズンシップガイドブック」を発行した。
　デジタル・シティズンシップ教育では、批判的に考えることを重視する。例えば、ゲーム障害
が引きこもりの原因とよく言われるが、これは事実なのか、厚生労働省ではどのような見解をも
っているのかを考えさせることも重要である。坂本（5）によると、ユネスコは、デジタル時代の
教育改革にはデジタル・シティズンシップ教育の導入が不可欠であることを指摘している。ま
た、「情報モラル教育を多角的・批判的・能動的なデジタル・シティズンシップ教育に置き換え
なければならない」と指摘している。これからは、ゲームにおいて情報モラル教育からデジタ
ル・シティズンシップの視点に立った教育に転換するなど、教育の内容や方法において検討が必
要であると考える。
　
5-3　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指導
　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指導に関して
は、「ゲーム依存のリスクと影響について理解させることが重要」、「時間管理や自己管理、健康
面が重要」、「具体的で適切な使用方法を教えることが重要」、「健全な生活やオンラインでの責任
ある行動をすることが重要」、「ゲーム意外の活動とのバランスを取ることが重要」、「社会的責任
を養うことが重要」であると認識していた。
　デジタル・シティズンシップ教育の視点を取り入れたゲーム依存に関する指導は、現代の大学
生にとって重要な教育課題である。ここでは、大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ
の視点を取り入れた教育が、ゲーム依存のリスクを理解させ、健康的なライフスタイルを促進す
る上でどのように貢献するかを考察する。
　ゲーム依存のリスクとその影響および時間管理や自己管理についての理解は、大学生がビデオ
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ゲームとどのように向き合うかに深く関わっている。大学生は、ゲームの長時間プレイがもたら
す可能性のある心理的・社会的な問題について、デジタル・シティズンシップ教育の視点から学
ぶことで、自身の行動を振り返り、生活習慣を改め、精神的な健康を維持することを促すことに
繋がると認識していた。
　ゲーム依存のリスクを軽減するためには、プレイ時間の設定や休憩の取り方など、学生が実際
に取り組める具体的で適切な方法を学ぶことの必要性やゲームとゲーム以外の活動とのバランス
を取ることが重要であると理解していた。また、具体的な使用方法を通じて自らのデジタルライ
フをコントロールする能力を養うことができると考えていることが分かる。
　さらに、健全な生活やオンラインでの責任ある行動の重要性も強調されている。デジタル・シ
ティズンシップ教育の視点を取り入れた授業を受けた学生は、オンライン上での行動が健全な生
活に及ぼす影響についても理解を深めることができ、責任ある行動を取ることが重要であると認
識していた。
　最後に、社会的責任を養うことの重要性を挙げている。デジタル・シティズンシップ教育は、
個々の行動だけでなく、コミュニティ全体への貢献も促進する。大学生がゲーム障害という社会的
な問題に対して関心を持つことは、より健全な社会の形成にも寄与すると理解したと考えられる。
　
6．まとめと今後の課題
　
　本研究では、大学生 39名を対象にデジタル・シティズンシップ教育の視点を取り入れたゲー
ム障害に関する授業を行った。授業後、子どもや大学生に対するゲーム依存の防止についての認
識を明らかにするために調査を実施した。その結果、デジタル・シティズンシップ教育とは何か
について、受講するまで知らなかったと回答した者（82.1％）は圧倒的に多かった。
　子どものゲーム依存を防ぐためには、「子どもと一緒に話し合い、ゲームのルールやプレイ時
間を設定する」、「スポーツ、音楽、読書など、子どもが興味を持ちやすい活動に参加させ、バラ
ンスの取れた生活を送る」、「ゲーム以外の趣味や興味を持たせ、友達を作る」、「自己管理の方法
や健康での影響を教える」、「ゲームの内容やゲームが与える影響を理解し話し合う」、「親子のコ
ミュニケーションを大切にする」、「家族の関係をより良くすることが大事」であると認識していた。
　大学生を対象としたデジタル・シティズンシップ教育を取り入れたゲーム依存の指導に関して
は、「ゲーム依存のリスクと影響について理解させることが重要」、「時間管理や自己管理、健康
面が重要」、「具体的で適切な使用方法を教えることが重要」、「健全な生活やオンラインでの責任
ある行動をすることが重要」、「ゲーム意外の活動とのバランスを取ることが重要」、「社会的責任
を養うことが重要」であると認識していた。
　大学生に対する授業を通じて、デジタル・シティズンシップ教育の観点からゲーム依存の予防
に関する理解が深まったと考えられる。このように、デジタル・シティズンシップの視点を取り
入れた教育は、ゲーム依存のリスクを理解し、時間管理や自己管理を行う能力を育成し、健全な
生活や社会的責任についての意識を高めることで、より良いデジタル市民として成長することが
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期待される。
　今後、eスポーツはオリンピックの正式種目に採用される可能性が高まっているので、eスポ
ーツが大学においても、ますます盛んになると考えられる（23）。したがって、eスポーツが社会
に与える影響や eスポーツとゲーム依存との関連性について、デジタル・シティズンシップ教育
の視点から検討する必要があると筆者は考えている。
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概要
　本実践報告が明らかにするものは次の通りである。2018年文部科学省告示の高等学校学習指
導要領では、「総合的な探究の時間」での課題と生徒のイメージについて、「自己の在り方生き方
を考えながら、よりよく課題を発見し解決していく」と図示され、そのような生徒の姿を実現す
るにあたっては、「質の高い探究」が求められるとしている。質の高い探究では、「探究の過程の
高度化」と「探究が自律的に行われる」ことがその要件として挙げられている。本実践報告で
は、生徒の自主的な探究活動である東日本大震災復興支援活動での高校 1年生の探究の成果を
報告して、上記の「探究の過程の高度化」と「探究が自律的に行われる」ことが、新聞を活用し
て実現できること、またその課題を明らかにした。
　
Abstract
　This report highlights the following findings. According to the 2018 Ministry of Education, 

Culture, Sports, Science and Technology （MEXT） curriculum guidelines for high schools, the 

aim of "Inquiry-Based Cross-Disciplinary Learning" is for students to engage in discovering 

and solving problems while reflecting on their own ways of being and living. To achieve this 

vision of students, the guidelines emphasize the need for "high-quality inquiry." High-quality 

inquiry is characterized by two key elements: the advancement of the inquiry process and the 

autonomy of students in conducting inquiry. This report presents the outcomes of first-year 

メディア情報リテラシー研究　第 6巻第 1号　2025.03

104



high school students' inquiry activities, which were part of their voluntary efforts to support the 

reconstruction following the Great East Japan Earthquake. Through the use of newspapers, the 

report demonstrates how the advancement of the inquiry process and the autonomy of inquiry can 

be achieved. Additionally, it identifies the challenges associated with these goals.

　
キーワード：
質の高い探究、新聞、NIE、避難所
　
本実践報告が明らかにするもの 
　平成 30年告示の高等学校学習指導要領では、「総合的な探究の時間」での課題と生徒のイメ
ージについて、「自己の在り方生き方を考えながら、よりよく課題を発見し解決していく」と図
示されている（1）。また、そのような生徒の姿を実現するにあたっては、「質の高い探究」が求め
られるとし、以下のようにまとめている（2）。
　一つは、探究の過程が高度化するということである。高度化とは、①探究において目的と解決
の方法に矛盾がない（整合性）、②探究において適切に資質・能力を活用している（効果性）、③
焦点化し深く掘り下げて探究している（鋭角性）、④幅広い可能性を視野に入れながら探究して
いる（広角性）などの姿で捉えることができる。
　もう一つは、探究が自律的に行われるということである。具体的には、①自分にとって関わり
が深い課題になる（自己課題）、②探究の過程を見通しつつ、自分の力で進められる（運用）、③
得られた知見を生かして社会に参画しようとする（社会参画）などの姿で捉えることができる。
　本実践報告では、生徒の自主的な探究活動である東日本大震災復興支援活動での高校 1年生
の探究の成果を報告して、上記の「質の高い探究」が、新聞を活用して実現できること、またそ
の課題を明らかにする。
　
1．探究活動の概要
　
　本実践に取り組んだのは、「ならふく」と称する東日本大震災の復興支援活動を軸に、さまざ
まな復興支援活動や防災・減災の取り組みを行う生徒有志団体の高校 1年生である。「ならふく」
という名称は「奈良と福島をつなぐ」という意味で生徒がつけたものだ。東日本大震災発災直後
から同団体の前身の生徒有志団体が生徒の手で組織され現在に至る。中学 2年生から高校 3年
生まで所属しており、学校の中では「東日本大震災復興支援委員会」という教員の組織のもとに
位置付けられており学校公認の団体である。
　本実践に取り組んだ生徒たちは、先輩が未解決の下記の課題を自分たちが取り組むべきものと
位置づけた。
　本校は二次避難所に指定されている。二次避難所の定義は高齢者の方や障害者の方の中で、一
次避難所での生活が困難な方を受け入れるというものだ（3）。しかし、本校がそうした受け入れ

メディア情報リテラシー研究　第 6巻第 1号　2025.03

105



が可能かどうか生徒はもちろん教員もそのほとんどが知らない。本校が二次避難所として機能す
るためには、本校の設備の実態を明らかにするとともに、実際の避難所の課題も知るべきである。
　以上の課題の解決のために、生徒たちは下記の調査を行った。
　①学校の設備の実態調査
　②避難所の課題などの調査
　新聞の活用は、上記②の目的でおこなった。2024年 1月に発生した「能登半島地震」での避
難所の課題等を調査するのが、時期的にも近く必要不可欠と生徒たちは考えたが、現地での調査
は避難されている方々の迷惑になると考えたためである。また、避難所についての情報はインタ
ーネット上にもあふれていたが、「現地での取材をもとにした情報」「社会的な課題を取り上げる
意識」があるのは新聞であろうと考え、地元紙の北國新聞と全国紙の朝日新聞の避難所に関する
記事を調査することとした。
　
2．奈良女子大学附属中等教育学校の防災設備と立地
　
2-1　奈良女子大学附属中等教育学校の防災設備
　災害時に単体で作動できる発電機、生活用水兼防火水槽、災害時に利用できる非常用電源が設
置されている。発電機は灯油を燃料としており、現在灯油は 950L入れられている。非常用電源
は体育館（1661㎡・バスケットコート 2面分相当）に 4つ（差し込み口は各 4個）設置されて
いた。
　防災備蓄用品を調査したところ、防災倉庫には飲料水、非常食、防寒具、生理用品、使い切り
ダンボールベッド、衛生用品（石鹸等）、簡易トイレ、手動発電のラジオ＆ライト、カッター、
アルミ等があったが、10数人が数日間使用すればなくなってしまう程度の個数であった。
　なお、2024年度、全校生徒分の防災セットが配布された。防災セットとは、非常時の帰宅の
際に必要となる防災用具（簡易トイレ、ハイブリッドシート、マスク、ティッシュ、レインコー
ト、救急手ぬぐい、軍手、米粉クッキー、飲料水、簡易ライト、防災用笛、反射材付き簡易かば
ん）が組み立て式ダンボールバックに入れられたものだ。
　「広島県『みんなで減災』はじめの一歩」の取り組みである「まちあるきチェックリスト」（4）

を用いて本校を確認したところ、ガラスの破損、飛散の恐れがある点、校舎周囲に燃えやすいも
のがある点、施錠していない倉庫がある点、公衆電話がない点、AEDの設置位置の案内が無い
点が課題としてあげられた。
　スロープ、エレベーターの設置、点字の活用や点字ブロックの配置等がなされている点は二次
避難所としてバリアフリーの観点から評価できる。
　
2-2　学校の立地
　学校の西隣に市立奈良病院（350床、救急対応病院）があり、約 300m北東に一次避難所であ
る奈良市立飛鳥小学校がある。また、約 100m東に二次避難所の奈良教育大学がある。学校の近
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くには河川がなく土砂災害の恐れはないが、京都盆地－奈良盆地断層帯南部という活断層が付近
に位置している。
　
3．調査対象とした新聞と期間
　
　調査対象とした新聞は北國新聞と朝日新聞である。どちらもデータベースを利用した。北國新
聞は石川県の地方紙であるため、朝日新聞は全国紙での掲載内容を確認するために選んだ。
　調査対象期間は、北國新聞も朝日新聞も 2024年度 1月分とした。能登半島地震に関わる避難
所の記事を調査対象としたためである。
　北國新聞と朝日新聞から能登半島地震と避難所運営を関連付けて取り上げた記事を抽出して一
覧にまとめた（表 1）。記事については、主見出しと朝・夕刊、掲載面を記した。 

　
表１　記事一覧
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　表 1にあげた記事が、避難所についてどんな内容を取り上げているのか概観するために、記
事で取り上げている内容にしたがって以下の 10タイプに整理した。記事の内容によっては複数
のタイプに重複して分類した記事がある。

〇北國新聞の記事
タイプ 1：避難所内の状況
＜ 1.1大震災＞　「水足りない」「薬ほしい」　穴水　避難所、住民すし詰め（朝刊 21面）
＜ 1.1大震災＞　死者 94人、避難 3万 2000人　生き埋め 100件超　県内安否不明 222人（朝
刊 1面）
＜ 1.1大震災～日本海側からのＳＯＳ＞　序章・中　災害関連死、防がねば　「全村避難」た
めらわず（朝刊 1面）
＜ 1.1大震災～のとはやさしや＞（12）　避難所からの声　毎日の体操（朝刊 16面）
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　丈夫がいいね（2824）　特別編・避難所生活の心得　【食生活】　塩分減らし高血圧予防　魚
の缶詰や豆でタンパク補給（朝刊 17面）

タイプ 2：支援物資や食料
＜ 1.1大震災＞　避難所に特別夕刊　本社（朝刊 16面）

　　社説　【救援物資の輸送】　海路、空路で一刻も早く（朝刊 2面）
＜ 1.1大震災～連載ルポ＞　輪島市あての木園　何もかも足りない　「命が危ない」灯油あと1日
　　老人ホーム職員、路上で訴え（朝刊 42面）
タイプ 3：ゴミ処理
＜ 1.1大震災＞　断水世帯に水配布　温浴施設も開放　内灘以北（朝刊 16面）

タイプ 4：感染対策、衛生
＜ 1.1大震災＞　厚労省が専門医派遣　避難所の感染症対策　さらなる支援検討 （朝刊 30面）
＜ 1.1大震災＞　避難者の搬送増　心労、衛生環境悪く　高齢者「薬あとわずか」（朝刊 30面）
＜ 1.1大震災＞　死者 168人、孤立 3345人　発生から 1週間　安否不明 323人（朝刊 1面）
＜ 1.1大震災＞　避難所の妊婦、心身負担に懸念　切迫早産、命のリスクも（朝刊 27面）
　丈夫がいいね（2823）　特別編・避難所生活の心得　【食中毒予防】　菌をつけず増やさず　
ポリ袋で調理、衛生的に（朝刊 19面）

＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　被災者の入浴無償に　小松・ピュア涌泉寺　断水や 1.5

次避難対象（朝刊 19面）
＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　臭いを抑える仮設トイレ　避難所で稼働、好評　「イグ・
ノーベル賞」廣瀬金大名誉教授（朝刊 21面）

＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　雨水、トイレ用に貯水　断水続く穴水の避難所（朝刊 17面）
　丈夫がいいね（2824）　特別編・避難所生活の心得　【食生活】　塩分減らし高血圧予防　魚
の缶詰や豆でタンパク補給（朝刊 17面）
＜ 1.1大震災＞　断水、長期化は必至　石川県内 5.5万戸　高まる感染症リスク（朝刊 3面）
＜生活情報～令和 6年能登半島地震＞（朝刊 24面）  

タイプ 5：避難生活における体調不良
＜ 1.1大震災＞　こまめに水分、体冷やさず　避難所生活、専門家がアドバイス（朝刊 24面）
＜生活情報～令和 6年能登半島地震＞（朝刊 24面）

タイプ 6：二次避難所
＜ 1.1大震災＞　珠洲 6人、初の関連死　1.5次避難開始、奥能登から 23人（朝刊 1面）
　社説　【被災者対策】　2次避難所の活用急がねば（朝刊 2面）
＜ 1.1大震災・13日目＞　関連死 14人に増加　死者 215人、安否不明 28人（朝刊 1面）
＜ 1.1大震災＞　2次避難 16％、進まず　ためらう被災者、関連死の懸念（朝刊 3面）
＜ 1.1大震災＞　被災高校生に 2次避難所　金沢のホテル、15日開設（朝刊 43面）
＜ 1.1大震災＞　避難生活、長期化を懸念　親戚、知人宅に身を寄せる　金沢市山の上町・天
下台団地（朝刊 17面）  
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タイプ 7：女性の視点
＜ 1.1大震災・連載ルポ＞　女性目線が乏しい避難所　毛布の中で着替え　トイレは夫同伴で　
気苦労絶えず負担（朝刊 21面）
＜ 1.1大震災＞　避難所の妊婦、心身負担に懸念　切迫早産、命のリスクも（朝刊 27面）

タイプ 8：ペット
＜ともに支えあって～ 1.1大震災＞　用具庫が「ペットのお家」　金沢市、額谷体育館で活用　
避難者「家族の一員」安心（朝刊 21面）

タイプ 9：メンタルケア
＜夕刊トピックス＞ 木材でアロマ開発、避難所生活癒やす（夕刊 6面）
＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　被災者の健康情報をデータベース化　加賀市、一元管理
で支援（朝刊 19面）

＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　健康体操で心身ほぐす　（朝刊 19面）
＜ 1.1大震災＞　「生活不活発病」防いで　避難所でも散歩や運動を（朝刊 25面）
＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　臭いを抑える仮設トイレ　避難所で稼働、好評　「イグ・
ノーベル賞」廣瀬金大名誉教授（朝刊 21面）

＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　2次避難者を笑顔に　珠洲で被災の上野さん、催しを企
画　ステージや物資配布、相談会（朝刊 23面）

＜ 1.1大震災～のとはやさしや＞（12）　避難所からの声　毎日の体操楽しみ（朝刊 16面）
＜ともに支え合って～ 1.1大震災＞　日曜朝に体操教室　東日本の経験「役立ちたい」　移住
の佐々木さん、講師に名乗り（朝刊 15面）

タイプ 10：災害関連死
＜ 1.1大震災～日本海側からのＳＯＳ＞　序章・中　災害関連死、防がねば　「全村避難」た
めらわず（朝刊 1面）
＜ 1.1大震災＞　2次避難 16％、進まず　ためらう被災者、関連死の懸念 （朝刊 3面）
＜ 1.1大震災・13日目＞　関連死 14人に増加　死者 215人、安否不明 28人（朝刊 1面）  
＜ 1.1大震災～日本海側からの SOS＞（12）（2－ 1）　第 1章・災害関連死を防ぐ　要介護
者には特に過酷　「最後の正月」10日後に死去（朝刊 1面）  

＜ 1.1大震災～日本海側からの SOS＞（12）（2－ 2）　第 1章・災害関連死を防ぐ　インタ
ビュー：上田耕蔵氏（神戸協同病院院長）（朝刊 29面）

〇朝日新聞
タイプ 1：避難所内の状況
物資不足　不安募る避難（夕刊 1面）
「食べ物がない」輪島の避難所 不足深刻（夕刊 7面）
救助 とにかく早く（朝刊 28面）
真冬の避難　体調守るには（朝刊 29面）
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避難所　募る不安（朝刊 2面）
避難所　低体温症防ぐには（朝刊 23面）
被災者　エコノミー症候群防いで（夕刊 1面）
人づて情報が全てだった（夕刊 7面）

タイプ 2：支援物資や食料
自治体職員「人であれば」物資配布や清掃に追われる（朝刊 33面）
タイプ 4：感染対策、衛生
避難所トイレ切迫改善模索　続く断水「トイレカー」も出動（夕刊 9面）
避難所で40度の熱動けぬ72歳搬送　能登半島地震　厳冬断水「感染対策したくても」（朝刊1面）
洗濯　やっとできた（朝刊 28面）
被災地タクシー「燃料ある限り」（夕刊 1面）
高齢者移送「東日本に匹敵」断水停電灯油も不足（朝刊 2面）
民のリレー　被災 3日目に命の水（夕刊 1面）

タイプ 8：ペット
被災者とペット　迫られた決断（夕刊 1面）
迷う被災ネコ　見つけたい（夕刊 7面）
孤立集落　1人過ごした 1週間（夕刊 9面）
タイプ 9：メンタルケア
やっと　思い切り遊べた （朝刊 29面）
避難所　さあ体を動かそう（夕刊 10面）
洗濯　やっとできた（朝刊 28面）
孤立集落　1人過ごした 1週間（夕刊 9面）

　
　表 1の記事の内容をすべて掲載することはできないため、北國新聞と朝日新聞の記事の内容
を上記のタイプ別に適宜まとめた（表 2）。
　
　 表２　能登半島地震に関する記事の内容
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4．奈良女子大学附属中等教育学校の避難所の課題
　
　本校は二次避難所に指定されているが、以前に阪神淡路大震災で学校の避難所運営をされた方
に講演を依頼した折に、「ここは二次避難所ですが、近隣に住宅地が多く、奈良教育大や飛鳥小
学校ではなくこの学校に避難してくる方は多いと予想される」と指摘されている。多数の避難者
に対応する想定で課題を解決しておかなければならない。 

　能登半島地震では、暖房器具類の不足で、多くの被災者が冷たい床の上で長時間過ごす事態に
なった。奈良女子大学附属中等教育学校では、冬場の地震に備え、アルミブランケットやダンボ
ールベッドを備蓄しているが数は不十分だ。
　また、防災備品調査で、夏場に起こりやすい熱中症への備えが不十分だとわかった。今後、塩
分タブレットや手拭いなどの熱中症対策グッズをたくさんの避難者に配れるように備蓄する必要
がある。 

　能登半島地震の避難所では断水による衛生環境の悪化がみられた。洗口液や身体ふきシートの
備蓄をすすめる必要がある。また、避難所の臭いは避難者のメンタルや衛生環境に直接的に影響
することもわかった。特に問題となっている避難所で出るごみの扱いについて、本校のごみ捨て場
は防災倉庫の真横にあり、備蓄を取り出す際に悪影響があると考えられるため、避難所開設時の
ごみの扱いについて検討する必要がある。また、ごみだけでなくトイレに普段から防臭剤を設置す
る等の予防措置を取ることで、被災時のトイレの異臭問題の解決にもつながると考えられる。 

　運動不足も、エコノミークラス症候群等を招く深刻な問題の一つだ。そこで、学校の各所にス
タンプラリーを設置したり、キーワードを各所に散りばめ、アナグラムのような形でクイズを出
したりすることで、自然と動きたくなるような仕掛けを提案したい。ゲーム感覚で楽しく体を動
かすことで、心身ともに健康になることが出来る。
　また、本校の周辺には県営住宅や市営住宅があり高齢者が多く住んでいる。そのため、高齢者
が多く避難してくることが予想される。そこで、保健体育の教員や養護教諭に協力いただき、健
康体操や口腔トレーニング（5）などを生徒が率先してできるようにしておくことも対策の一つと
して提案したい。卒業後にも役立つスキルとなるだろう。地震が発生したらインターネットが繋
がらなくなってトレーニングの方法を知る手段がなくなってしまうので、ポスターなどを作って
おくといったことも提案したい。
　女性の心の健康を保つために、トイレの位置を男女で分けることや男女で分けられたスペース
を作る等のシミュレーションをあらかじめしておくことは必要不可欠である。
　また、ペットを連れた避難者が安心して避難するために、本校では「同行避難」とするのか
「同伴避難」とするのか、場所の問題も含めて考えておく必要がある。男女で分けられたスペー
スをどこにどう作るのか、という課題とともに検討する必要がある。 

　また、予想以上に多くの避難所で食糧不足が起きていることも明らかになった。十分な量の備
蓄があるとされていた場所でも、避難者が想定を上回ったことにより、3日で食料が尽きてしま
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った事例もある。避難者数の想定を見直すほか、災害時の行政や NPOなどとの連携の方法や関
係づくりをすすめる必要がある。 

　支援物資が到着してからも食料の栄養面において、炭水化物や食塩は過剰に摂取してしまう一
方、ビタミン類や食物繊維、タンパク質が不足しやすいという傾向がある。本校の備蓄には食物
繊維を含むわかめご飯が採用されているが数は不足している。他にもツナ缶などの缶詰類や大
豆、高野豆腐などの日持ちし、かつ貴重なタンパク源となる食品を備蓄するというように備蓄食
品を増やすともに栄養バランスの見直しを行う必要がある。
　
5．本探究活動に取り組んだ生徒の意識
　
　本探究活動に取り組んだ生徒たちに下記のアンケート調査を行った。調査は記名式で行い
Googleフォームで 5名の生徒から回答を得た。

Q1　論文づくりに取り組んで、課題が最初のものから変わりましたか？
Q2　論文づくりに取り組んで、課題についてより深く考えましたか？
Q3　論文づくりに取り組んで、課題への理解が進みましたか？
Q4　論文づくりに取り組んで、こうしてみようなど自分で調査やそのまとめを工夫しましたか？
Q5　論文づくりに取り組んで、面白いと感じたことはありましたか？
Q6　論文づくりに取り組んで、面白いと感じた方に質問です。どんなことや時にそう思いましたか？
Q7　今回取り組んだ課題は自分とどんな関係があると思いますか？
Q8　今回の取り組みを生かして学校の防災機能のどんな向上に取り組みたいですか？

　
アンケート結果
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Q1　論文づくりに取り組んで、課題が最初のも
のから変わりましたか？

Q2　論文づくりに取り組んで、課題についてより
深く考えましたか？
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Q6　論文づくりに取り組んで、面白いと感じた方に質問です。どんなことや時にそう思いまし

たか？
・今まで経験して来なかった論文づくりに取り組み、メンバーで協力して納得の出来るものが
出来上がった経験。

・自分の学校の防災設備のことや、今回は能登半島地震についてですが、普段ニュースをよく
見るタイプではなかったので、より詳しく知ることが出来て面白かったです。

・違う新聞を見たら書いてあることが少し違っていて同じことを扱っているのに違う内容にな
るのが面白いと思った。

・時間的・精神的余裕の少ない災害時にも、できることが案外多いことに驚いた。能登半島地
震でも、被災者の方が率先してよりよい避難所運営を目指して、いろいろな企画を行って

Q3　論文づくりに取り組んで、課題への理解が
進みましたか？

Q4　論文づくりに取り組んで、こうしてみようなど
自分で調査やそのまとめを工夫しましたか？

Q5　論文づくりに取り組んで、面白いと感じたこ
とはありましたたか？
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いることに気づけた。余裕がなくても、避難所ごとに独自の方針で少しでも生活を楽しく
する知恵があって面白かった。

・新聞社ごとの特徴や、震災が発生してから報道されるまでの期間によって内容が異なってく
ること。

Q7　今回取り組んだ課題は自分とどんな関係があると思いますか？
・実際にこの学校に通っている身として、防災機能の改善策を実例を元に考察することでよ
り現実的な防災機能を提案できる点。

・私は近畿在中なのでずっといる限り今後起きるであろうと言われている南海トラフに被災
する可能性は高いと思います。その時避難に必要なもの、避難所の現状としてどのような
ことがあるか知っておくことは大切だと思います。また今回の取り組みが防災のことや避
難所に興味を持つきっかけとなったので将来ボランティアや仕事で関わる可能性もあるか
なと考えました。

・今までこんなにきっちり調査内容をまとめることがなかったので、きっちりまとめる練習
になったなと思う。

・私たちに最も関係のありそうな南海トラフ地震では、海に面した三重、和歌山、大阪など
が大きな被害を受ける想定があるのに対し、奈良は基本的に「助ける側」だと思う。今回
の活動で、被災者どうしの助け合いや外部からの支援がとても大切だとわかったので、実
際に災害が起きた時、支援する側として何ができるか考えさせられた。

・自分が被災したときに、今回調べたことを有効活用して少しでも快適に避難生活を過ごせ
ると思う

Q8　今回の取り組みを生かして学校の防災機能のどんな向上に取り組みたいですか？
・特に、本校が二次避難所であり身体が不自由な方、高齢者の避難が多くなると予想される
点で能登半島地震でも課題となっていた二次避難所として、備蓄の内容やバリアフリーの
見直しに取り組みたい。

・生徒が避難所運営に携われたらいいなと思います。衛生面やストレス緩和の面で生徒で出
来る、より具体的なことを今後も考えていけたらと思います。

・生徒がどうすれば良いのかを分かっているような状況にしたい。学校の部屋をどのように
避難してくる人に分けるか考えたい。

・学校には耐寒グッズがたくさん備蓄されていたが、熱中症予防グッズがほとんどないと感
じた。東日本大震災も、能登半島地震も冬に発生しているため前例も少なく、その場その
場の対応が取りにくいと思うので、最低限の熱中症予防グッズはそろえておくべきだと思
った。また、学校の備蓄が何人、何日分なのか明確に把握したい。

・二次避難所に適した防災設備を整えるなど、快適な避難所を作ることは、災害で不安な被
災者の方々の精神的な支えにつながる。私たちの学校が、地域の人の支えとなれるよう
に、堅実な備えが大切だと思った。
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6．本探究活動の成果と課題─「質の高い探究」が実現できたのか─
　
　本探究活動では、「本校が二次避難所として機能するために、本校の設備の実態を明らかにす
るとともに、実際の避難所の課題も知るべき」だという課題の解決のために、生徒たちは「学
校の設備の実態調査」、および「避難所の課題などの調査」をおこなった。「避難所の課題などの調
査」のために新聞を活用した。新聞を活用した理由は「1　探究活動の概要」に述べた通りである。
　生徒たちは、学校の防災設備や物資の調査と検討を行った。また、北國新聞と朝日新聞の記事
をデータベースを用いて調査し、「実際の避難所の課題」について記事を一覧にまとめるととも
に、類型化や記事内容のまとめをおこなった。
　したがって、「探究の過程が高度化」のうち、「①探究において目的と解決の方法に矛盾がない
（整合性）」、「②探究において適切に資質・能力を活用している（効果性）」、「③焦点化し深く掘
り下げて探究している（鋭角性）」の姿が見て取れる。一方で、データベースでの検索を方法とし
たために、「④幅広い可能性を視野に入れながら探究している（広角性）」の姿は見られなかった。
　自由記述のアンケート結果を見ると、「より現実的な防災機能を提案できる」、「防災のことや
避難所に興味を持つきっかけとなったので将来ボランティアや仕事で関わる可能性もある」、「奈
良は基本的に『助ける側』だと思う（中略）災害が起きた時、支援する側として何ができるか考
えさせられた」、「自分が被災したときに、今回調べたことを有効活用」したいなど、「探究が自
律的に行われる」ことのうち、「①自分にとって関わりが深い課題になる（自己課題）」姿が見ら
れた。
　「二次避難所として、備蓄の内容やバリアフリーの見直しに取り組みたい」、「生徒が避難所運
営に携われたらいい（中略）衛生面やストレス緩和の面で生徒で出来る、より具体的なことを今
後も考えていけたら」、「生徒がどうすれば良いのかを分かっているような状況にしたい」、「私た
ちの学校が、地域の人の支えとなれるように、堅実な備えが大切だ」といったコメントや、学校
の立地する気候条件を勘案して「熱中症予防グッズ」が欠けていることへの気づきも見られる。
このことから、「③得られた知見を生かして社会に参画しようとする（社会参画）」も見られた。
　なお、本探究はそのほとんどを生徒が自主活動でおこなった。教員の関わりや援助は限定的で
あり、「当初の課題をふり返りつつ探究の課程で課題について各自がどう考えているか言語化す
る」ことや、「表現についての添削やアドバイス」程度である。したがって、「②探究の過程を見
通しつつ、自分の力で進められる（運用）」の姿も見られたと言ってよい。
　上記から、文部科学省が定義する「質の高い探究」がなされたと結論付ける。
　また「面白いと感じたこと」についての自由記述からは、「違う新聞を見たら書いてあること
が少し違っていて同じことを扱っているのに違う内容になる」ことや、「新聞社ごとの特徴や、
震災が発生してから報道されるまでの期間によって内容が異なってくること」を面白いと感じて
いることが見て取れ、新聞というメディアの特徴を知るというメディア情報リテラシーの学びの
一部ができていると同時に、自身の探究の中で自身で気づいたところに「面白さ」を感じている
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姿が見て取れる。
　その他にも、「今まで経験して来なかった論文づくりに取り組み、メンバーで協力して納得の
出来るものが出来上がった経験」や「時間的・精神的余裕の少ない災害時にも（中略）被災者の
方が率先してよりよい避難所運営を目指し（中略）避難所ごとに独自の方針で少しでも生活を楽
しくする知恵」を調査によって見つけ出した経験が「面白いと感じたこと」としてあげられてお
り、自主的な探究活動を生徒たちが主体的にすすめていく要因が示唆されているともいえるだろう。
　一方で、新聞記事のみを調査対象としたために、「高齢者の方や障害者の方の中で、一次避難
所での生活が困難な方を受け入れる」という二次避難所の性格に基づいた、実際の避難所の課題
を詳らかにすることができなかった。新聞記事のみを調査対象とすることの限界である。自治体
職員や支援にあたった NPO関係者、記者、被災者へのインタビューなどが必要である。
──────────────

（1）『高等学校学習指導要領（平成 30年告示）解説 総合的な探究の時間編』、p9、2018年 7月、文部科学省
（2）同上
（3）防災新聞「二次避難所とは？一次避難所との違いは？今後は福祉避難所に統一される」2022年 7月 18

日、https://bousai.nishinippon.co.jp/913/（最終閲覧 2024年 12月 11日）
（4）広島県「みんなで減災」はじめの一歩「まちあるきチェックリスト」2020年 7月 13日、https://www.

gensai.pref.hiroshima.jp/know/pdf/machiaruki_check_list.pdf（最終閲覧 2024年 12月 11日）
（5）小児歯科 .com 「口腔トレーニングの重要性と効果について考える」2023年 3月 12日 https://小児歯

科 .com/口腔トレーニングの重要性と効果について考える /（最終閲覧 2024年 12月 11日）
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【提出期限】
　投稿原稿は随時募集する。最新号発刊１ヶ月前以降に届いた分は、次々号への投稿の扱いとするこ
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　研究論文、研究ノート、報告、評論、資料、書評、その他

【原稿作成】
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＜原稿要件＞
　2．投稿原稿は、メディア情報リテラシー研究や実践に貢献するものであり、他の刊行物に未発表
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(3)　報告は、教育実践、国内外の動向、施策の状況が記述されたもの。
(4)　資料は、メディア情報リテラシーに関する情報提供。
(5)　書評は、メディア情報リテラシーに関する図書の紹介や批評とする。
(6)　その他、発行者は区分を適宜設けることができる。。

＜採否＞
4．投稿原稿は、原則として、発行者が採否を決定する｡

＜文字数＞ 

5．投稿原稿は、原則として学術論文およそ 40,000字以内、報告・資料等 20,000 字以内、書評 
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(4)　原稿はすべて A4 判で横書きとする。
(5)　典拠の書き方は筆者の所属する分野に合わせるものとする。
(6)　文字数や余白の設定は以下のように設定をすること。
　●本文の書体　MS明朝　10.5ポイント
論文タイトル○○○（MSゴシック・太字・14p）
名前○○○（所属○○○）（MS明朝・太字・12p）
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　● Word等で作成すること。
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